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    2．2．1 パレットプールシステムとは
    構造・寸法などが統一された互換性のあるパレットを広範囲の業界及び輸送機関で相
    互に共同運用する仕組みのこと「t’31。一貫パレチゼーションの問題点を補い推進する
    システムである。特に、2．1．3（1）のパレット回収率を改善し、未返却を防ぐの
    に有効である。












    ①パレット稼働率が悪い
    ②予備パレットがないと荷物を受け取れないためいろいろなデメリットが発生する
     恐れがある。
    ③補修しなければならないパレットや品質の悪いパレットを交換用に出し、プール内
     のパレット晶質が悪くなる。これを中心となる輸送機関が処理しなければならず、
     不公平が生じる。










    ①荷主のパレット保有枚数の削減ができない。

















    ①パレットの引渡し、返還、レンタル料の計算などに事務処理が要求される。
    ②荷主の偏在などによってパレットの吹き溜まり地区が発生する。












    2．3．2パレットレンタル事業内容
 上記で述べたように、パレットレ著タルシステムはパレットレンタル企業の行動そのものと
言えるため次にパレットレンタル事業内容を詳しく述べる。
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    2．3．4 レンタルパレットの商品類
 パレットレンタル企業ではユーーザーに合わせ、多品種のパレットをレンタル商品としている
12．3］ 12．4］
   o
（パレットレンタル企業「目本パレットレンタル株式会社」の場合）
    平面パレット
    （1） JIS T11型パレット（図2．5）
    （2） P予11型プラスチックパレット
    （3） 12型パレット
    （4） 13型パレット
    （5） 14型パレット
    （6） 11型片面使用プラスチックパレット
    その他のパレット
    （7） Jコン（プラスチックコンテナ）
    （8） パレテーナ（図2．6）
    （9） カーゴ・テーナ
    （10）Zラック（図2．7）
    （11）パレット・サポーター
























    （1）JIS規格T11型パレットを利用
    （2）JPRレンタルパレットを使用。
    （3）共同回収をする。〈自社回収はしない）
    （4）費用負担
        ①リレーチャージ（注1）
        ②レンタル料は7日分で計算
        ③共同回収料金（回収依頼料金）
        （注1）パレットが出荷側から荷受側へ移動する揚合、
           パレット1枚につき名義変更料金が発生すること。
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                 図2．10デポ配置
上の（図2．10）にあるようにデポには直営デポとサテライトデポの二種類ある。
直営デポ…保管機能と返却されたパレットに選別・修繕・虫検査等を行う生産機能を持つ。
     パレットレンタル企業が直接管理・運営を行う。
サテライトデポ…保管機能のみを持つデポ。言わば受け取り窓口の役割。






        （1）中古パレット販売
        （2）物流関連機器の販売
        （3）物流ソフトの販売


















































































      ＋ユーザに対する時間価値 （円）→min
                         …式4．1
定式化に使用する総費用は表3．に表す。
表3．1総費用分類
1 デ   パレいト
2 デポ、サテライトデ   パレット  用
3 デポ聞輸送費用 一一 gデ   デ   パレ“   用
4 製品パレット輸送費用 サテライトデ   パレット  用
5 デ，・、        パ・・
6 デポ、需要亀輸送費用 ，一@ト          パレ“
7 爪     パレいト
8 輸送（リンク）喪用 デポ闇輸送費用 サテライト、直営デポ間使用済みパレット輸送費用
9 使用済みパレット輸送費用 サー齢トデ・ 用 みパレ“ト
10 、 一  みパレット
11 デポ、需要地輸送費用 返    サーートヂ  みパレット
新規パレット輸送費用 各ノードへの輸送費用
入、 デポ  パレット  用
? 一一トデポ  くレ・ト




































   Ma  ：直営デポaにおいての一枚あたりの生産費（円／枚）
   PAAew．：直営デポaの単位期間毎の生産能力限界（枚）
   V．   ：直営デポaの単位期間毎の取扱量（枚）
   Fa  ：直営デポaの固定費用く円）
   CostSA：直営デポaの一枚あたりの保管費（円／枚）
“サテライトデポ”に使用した記号
   1b  ：サテライトデポbの一枚あたりの入庫費（円／枚）
   Ob  ：サテライトデポbの一枚あたりの出庫費（円／枚）
   Fb   直営デポbの固定費用（円）
   Vb，   サテライトデポbの単位期間毎の取扱量（枚）
   CostSB：サテライトデポbの一枚あたりの保管費（円／枚）
“貸し出し需要地”に使用した記号
   D。t  ：貸し出し需要地。の単位期間毎の要求量（枚〉
“返却需要地”に使用した記号
   D．  ：貸し出し需要地rcの単位期間毎の要求量：を表す。（枚）
“新規製造工場” に使用した記号
   CostN ：一枚あたりの新規パレットの価格（円／枚）
“輸送” に使用した記号
































        ＋返却パレット輸送費用
        ＋新規購入パレット輸送費用（円） …式3．2
と表現できる。
まず、製品パレットの輸送費用の説明を行う。
SeihinYuso ＝ ］2 Z2 x．， ×S． ×Cost
      PGP g∈g tET       …式3．3



























        hennkyakayztso ＝ 22Z y．， × S． × Cost
                越好ぱ       …式3．4




























        shinnkiyus・u一ΣΣΣN，、，・Sda・C・・t…式3．5





















      施設（ノード）費用＝直営デポ費用＋サテライトデポ…（式3、6）
と表現し、それぞれ数式で表す。
        伽たπ・’＝Σ（Za×F。）＋ΣΣ（Ma×P。，）








          （Zb × Fb）
          ＋・b・〔嘉㌔＋嘉略恥〕
    ＝靴悔㌦＋尋掴 …（式3’8）











       購入費用＝購入枚数×購入単価…（式3．9）
と表現し、数式で表現すると、
         k・uayzihi ＝ C・stN・ΣΣΣN，ig，…（式3・・10）





       時間価値の費用＝時間価値x輸送時問×製品の輸送量…（式3．11）
と表現し、数式で表現すると、
       ／’ikon ＝ tv・（ΣΣΣx。。t・LTpc）…（式3，・12）







   SCost ：2ZZ X．，，×S．×cost
        pEP qE9 tET
       ’2Z］］£ Y．t×s．×cost
        rER pEP teT
       ＋222 Ndqt ×Sdq ×COSt
        dED qEe tET
       “2（Za×Fa）’22 （Ma×Pat）
        aEA aEA tET
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    3．2．3 制約条件
制約条件を以下に示す。
「輸送（リンク）に関する制約条件」
    （1）製品パレット、返却パレット、新規パレット輸送に関する制約式
「施設（ノード）に関する制約条件」
    （1）直営デポaに関する制約式
    （2）サテライトデポbに関する制約式
    （3）貸し出し需要地。に関する制約式
    （4）返却需要地RCに関する制約
27
「輸送（リンク）に関する制約条件」
    （1）製品パレット、返却パレット、新規パレット輸送に関する制約式
                X，Y，2＞≧0…（式3．14）
    （式4．13）各単位期間あたりの製品パレット、返却パレット、新規パレットすべての
   輸送は正である非負条件を表す。
              Spc，Srcp，Sdc 2 Tua
                        …（式3ユ5）




















    （1）直営デポaに関する制約式
PAMAX．×Z、≧Pat≧0…（式3．16）
式3．16は単位期間あたりの直営デポaの生産能力限界P㎜￥．以下であることを表す。
SA y． ＝ SA y．一， ＋ΣY，．， 一ΣY．，一P．…（式3・17）





   ・  SAX．＝SAX．．1＋Σx．．＋ΣN．＋Pat 一Σxagt…（式3・18）

























        SBX、，＝蹴、，．i＋Σ X。bt＋Σ N。、，一Σ X、gt…（式3．23）






    pEP qee rER pEP dED
 式3．24は、各パレットの単位期間あたりの入荷及び出荷の総和は、そのサテライトデポbの
取扱量以下であることを表す。










          D．＝Σy．、（式3・27）











        （1）直営デポに関する入力データ
        （2）サテライトデポに関する入力データ
        （3）貸し出し需要地に関する入力データ
        （4）返却需要に関する入力データ
        〈5）新規工場に関するデータ















鴨」  一H 十
十
 8@ 廟E一 {奏 嚢輿
爽
■ 臨
1藝1馨零琴：：： ◆ ◆ ◆

































               表4．2最大積載表
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           PAMAX＝ΣDπ÷Σlx1％…（式4・3）
                reERC     aEA
瀬推定の結果による・全国返却瀬の合計を直営デポ数Σ1で割る．それを、鋼生産能
                           aEA
力は概算により7割であるため、10／7をかける。全国直営デポは同等とする。
rV．S








支払物流費 対物流子会 流コスト 売上高比率
費目 社支払分 人件費 物流旛設費 減価償 金利 小計 合計
ム
水産 66．91 2535 0．73 3．11 1ρ9 2」81 7．74 100 4．97
建毅 51．9 34．1 生21 Z36 L15a2113．93 loo a89
食晶（要冷） 75．1 一 η」17 詔 a86 α57 24．9 100 125食品（常温） 4＆56
●
25 464 205510G 9」47
繊維 64．弱
Va46 固 費堀 ム8．01?a56 脚B4Q38 13．95T0835．58P837 100｣oo 6」35P129プラスラウク・ゴム 58」07 1．78 屯71 1644 遷oo 8β4
化掌繊維 6a19 11．58 436 402 2．43 8．43 1923 100 6．12
右鹸・洗剤・塗料 6α01 33．33 1．81 一 1．95 a396．66 100 ξ87
医薬晶 31．37 η42 組12 6．95 1α67 董＆45 512 100 2」1化粧晶・歯磨 4α36 4441 6．66 一 1．99 α59 1523 100 466
その他化学工藁 5η5 23．93 駄33 翫5 1．2 7318．32 100 198
石油製晶・石炭製品 6138 32β1 2」01 ZO9 1．看3 α58 甑81 100 279
窯業・土石・ガラス・セメント 58L19 23ρ5 441 439 2β3 7」14 18．77 書oo 14．2
鉄鋼 32．89 62．65 α58 0β4 0．47 257446 100 7」39
非鉄金属 36．78 4211 a35 q57 t43 12ン62t11 馨oo 《7
金属製晶 6223 7β6 17β4 3．67 2．06 6L3329．9蓄 100 乳47
一般機器 5488 18．66 8」81 3．77 1．03 12．8526．45 100 466
竃気椎器（家庭用） 39β9 34．18 9」72 1．7 0β 13．6725．93 100 a76
電気機器（産業用） 34．65 33．4 7L92 149 o．49 22．063t96 loo 3L27
精密機器 3299 3z8817L58 1．82 0β2 1ag234．14 loo 5L66
物流用機器 侃64． 932 a83 0L77 35 9」91 2ao4 Ioo ‘01
輸送用機器 53．2琶 23．97 10．4 1．57 t5 銑34 22．82 100 a64
出版・印刷 4ag4 34．47 ■42 1．64 ら01 a5221．59 100 骸65
の  造集 51．88 14．18 1435 40 334 121833β4 100 5」45
              図4．6 総物流費対す．る固定費の割合【4’5｝
図4．6より、物流．固定費（；F）と変動費（；H）の比率はおよそ
               F：H＝15．39：84．61…（式5．5）
               F＝（15．39／84．61）×H…（式5．6）
である。
 ここで本論では、表3、1より
     固定費＝直営デポ運営費用（固定費）＋サテライトデポ運営費用（固定費）
となり、            ． ．
                 F＝ΣFa＋ΣF，…（式47）
                    aEA bEB
              Fb＝0…（式4．8）（以下の『馬』参照）
よって、
                    F＝ΣFa（式4．9）
                       aGA
              Σ死＝（15．39／84．61）×H…（式4．・10）
              aEA
となる。
また、表3．1より                r
 変動費＝輸送費用＋直営デポ運営費用（変動費）＋サテライトデポ運営費用（変動費）
     十新規パレット購入費
であるため、
37
              聚㌔×s残・c・・t
           H一＋嘉㍉×嘱・伽
              ÷聚N吻×8夙・c・・t
           ＋駆・『壕1
           ＋・Lb・〔》＋黒門司
           ＋c…N・〔E）Dc 一一 ZDrecEC rceRC〕
となり、（式5．9）、（式5．・10）よりΣFaは求まる．よって、
               aEA













              1b，0あ＝N×W…（式4．13）
































    4．2．1計算結果
計算結果ついて以下の項目を見ていく。
    （1）総費用
    （2）デポの立地及び輸送状況
    （3）生産稼働率
    （4）配送圏（テリトリー）
（1）総費用
3．2．2で述べた式3．12から、表4．3を用いて表す。








    “直営デポ”
直営デポの存続は計算前の14ヶ所から計算結果では、12ヶ所となる。直営デポ（生産能力）
が多い関東エリアの二つが消去された。図4．7を参照。




            表4．5サテライトデポの存続数
工1ア  言 罰ケ  一    ケ
  全国 一口－■■■●■■
@北海道
 33澗圏■■一層■■■巳■■■o■■■
@   1
  22－■■■■■鳳一一鯛■■■■■























































































            表4．6各直営デポの生産稼働率
生産稼働率の算出式は式4．18に示す。





   ①製晶パレット［km］；96．79
   ②返却パレット［㎞］；94．43
『サテライトデポ』
   ③製品パレット［km］；32．68
   ④返却パレット［㎞］；37．60
『デポ全体』
   ⑤製品パレット［㎞］；82．12
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    ・在庫管理
    ・生産能力
    ・日々の輸・配送距離
    ・施設内レイアウト
    ・その他
2）長期的に実施されやすい検討項目
    ・施設の移転・増設
    ・需要の拡大

















































初期値  1．5倍  2倍   3倍   ◎。
     生産能力倍率























    生産能力増加率























         表4．9輸送可能距離を変えた場合の存続デポ数の変化




















初期値  1．5倍  2回目  3回目  。。
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      図4．14 輸送可能距離を変化させた場合の総費用と費用構成の変化
 図4．14から、総費用も費用構成も大きな変化はないことがわかる。しかし、費用構成のサ
テライトデポの変動費はサテライトデポの減少と共に変化していることがわかる。
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              表4．13 改善案の生産稼働率
生 100  生    96


























    4．4．4改善案の考察
 初期設定の立地では、生産能力、輸送可能距離を変化させても有効な手段ではないことが分
かった。新たな改善案として候補地を与え、初期設定よりも総費用は下がった。また、輸送費
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